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甲府市議会 会派「こうふ未来」 

行政調査 報告書 

 

 

 日 時 2019 年 7月 29 日～31日 

 訪問先 神奈川県横浜市・横浜市会 

     島根県あさひ社会復帰促進センター 

     島根県浜田市 

     島根県松江市 

     鳥取県米子市 
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○神奈川県横浜市・横浜市会 

 

 訪問日時 2019年 7月 29 日 

 テ ー マ 議員提案条例について 

 

 

（視察の背景） 

横浜市会は、議会による議員提案条例を数多く可決しており、今後の甲府市議会における条例制定を見

越して、横浜市会の取り組みは参考になると考えたため、視察し、意見交換を行った。 

 

 

（視察報告） 

横浜市会の調査は、「議員提案条例について」をテーマに黒川勝議員にご説明いただき、意見交換を行っ

た。 

 

黒川議員より説明を受ける 

 

黒川議員は 2011 年の統一地方選の際によこはま自民党の会派マニフェスト（添付資料を参考）の責任者

として作成に関わり、当選後、横浜市会の自民党会派はそのマニフェストをもとに議会で議員提案条例

作り始め、横浜市会で議員提案条例を作るというしくみを確立し、いまでは他会派からも議員条例が提

案されるなど、議会で活発な政策活動が行われている。 

 

議会報告会の開催に向けて取り組みを進めている甲府市議会では、議会報告会でいただいた市民意見を

どのように政策にしていくか、議会報告会後の政策づくりサイクルも今から検討しておく必要があり、

横浜市会の取り組みを調査した。 
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○島根県あさひ社会復帰促進センター 

 

 訪問日時 2019年 7月 30 日 

 テ ー マ  島根県あさひ社会復帰促進センターについて 

 

 

（視察の背景） 

リニア中央新幹線甲府駅が開業予定地のすぐそばに甲府刑務所があることから、本市における 

甲府刑務所の移転を考えるために調査した。 

 

 

民間が運営する刑務所「島根県あさひ社会復帰促進センター」の前で 

 

 

（視察施設の概要） 

島根県あさひ社会復帰センターは 2008年 10月に開業し、2019 年現在で 1,177 名を収容（最大収

容人員 2,000 名）、また職員 520 名（公務員 180 名、民間 340 名）の PFI 方式で運営がおこなわ

れている施設である。敷地面積は約 325,000 ㎡で、刑事施設エリアが 98,557 ㎡、地域交流エリア

が約 16,304㎡。 

 

全国で PFI方式を採用している刑務所施設は 4 か所あり、全てが 2007年～2009 年に事業開始して

いる。PFI 方式を採用することにより、国単体で施設運営をおこなった場合の経費は約 1,026 億だが

922 億に削減できたという試算もある。当時はこの施設建設に対して全国 60 地区が手をあげたが最

終的には当地区への建設が 2005年 3 月に決定している。 
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島根あさひ社会復帰促進センターは、犯罪傾向の進んでいない男子受刑者等、2,000名を収容する施設

で、その中には、身体障害を有する者や精神・知的障害を有する者など、特別なケアを要する者も含ま

れている。 

 

 

島根県あさひ社会復帰センター俯瞰図（HP より抜粋） 

 

 

（視察報告） 

2027 年にリニア中央新幹線が建設され、リニア甲府駅が開業するが、リニア駅北側に甲府刑務所があ

り、現在の立地ではリニア効果を最大限発揮するという構想は不完全になると想定される。 

 

平成 28年度第 2回甲府市リニア活用策検討委員会では、甲府刑務所の移転について言及はあったもの

の、甲府刑務所が甲府市の施設でないとの理由で記載が見送られる経緯があった。今後は甲府市、山梨

県が甲府刑務所を管轄している法務省へ、移転について正式な要望が必要と思われるが、法務省が移転

を決定した場合、公設公営で進めるのか、PFI等を利用しての民設民営で進めるのか、VFM（Value for 

Money）の視点で、公営で実施した場合と民間が実施した場合の価値の差を算出して決定することにな

ると考える。 

 

島根県あさひ社会復帰センターは PFI 方式の採用により約 10％に経費削減となっている事実はあり、

またセンター何に地域住民が利用できる保育所も整備されたことで地域との共生でき、センター内の給

食業務等でも雇用が生まれ、地域に貢献し、人口増加による税収増にも繋がっている。 

 

今後、甲府刑務所移転は、リニア開業効果を考えると必須の課題とも言え、さらに検討を進めてまいり

たい。 
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○島根県浜田市 

 

 訪問日時 2019年 7月 30 日 

 テ ー マ  シングルペアレント介護人材育成事業について 

      移動投票所による期日前投票の実施について 

      敬老乗車券交付事業について 

 

 

浜田市は 1619年に浜田藩ができて 400 年になる。今年は開府 400年で、様々なイベントを一年通

して行う予定だそうで一年を総称して『浜田開府 400 年祭』と言うとのこと。職員も 400年記念ロゴ

が入ったポロシャツ着て出迎えてくれた。 

 

 

浜田市役所で説明を受ける 

 

 

【シングルペアレント介護人材育成事業】 

（事業の背景） 

平成 26年 5月に日本創成会議が「増田レポート」を発表し、浜田市が消滅可能性都市のひとつにあげ

られたことから、同 8 月女性の意見を市政に反映させるために女性職員によるプロジェクトチーム

「CoCoCaLa」が設立され、同 10 月「CoCoCaLa レポート」が提出された。 

 

その中で母子家庭の就業状況から、より高い就業を可能にするための支援が必要なことと、介護人材確

保の必要性が分かったため、シングルペアレント介護人材育成事業が始まることになった。 
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（事業概要） 

シングルペアレント介護人材育成事業は、ひとり親の方が浜田市へ移住した場合の支援体制の構築（金

銭的な支援、本人のスキルアップやキャリアアップ）と浜田市における人材が不足している企業へのマ

ッチングを行っており、双方にとって良い結果となっている。一方で、移住したものの事情により途中

で辞めて転出された方もいるようで、たとえこの制度が自分にあわなくても、浜田市で暮らしていくこ

とができるような体制づくりも検討されている。 

 

さらに市内で頑張っているひとり親の方と移住してきてこの制度を利用した方との間の公平性の問題

などもあることから、今後は従来どおりの市や事業者からの金銭的に手厚い支援を継続することは想定

していない。 

 

介護人材育成事業という名前になっているが、現在は介護サービス業のほか、建設業、タクシー事業の

受け入れを募集しており、男女とも募集している。もともとは女性のために作られた制度ではあるが、

それがきっかけで、定住人口確保につながればとの思いで、性別要件はなくなっている。 

 

シングルペアレント介護人材育成事業への応募は日本全国から来ているとのことで、新しい環境で新た

な生活を始めたいというひとり親の需要を受けていると推測される。 

 

 

（事業の展開） 

人材不足の業種は他にもあることから、U・I ターン者の就業に協力してくれる企業と連携を図り、浜田

市での暮らしぶりを伝えながら、ひとり親の方に限った支援と言う概念にはとらわれない、U・Iターン

推進の仕組みを考えていくとのこと。 

 

 

（考察） 

シングルペアレント介護人材育成事業の担当者も女性で、定住人口確保への意気込みを感じた。すぐ隣

に大都市東京がある甲府市で、同じことができるかと言えば疑問に思うが、自然の中で子どもを育てた

い、賃金の額や交通の便などではない、都会とは違うアイデアで定住人口を増やすヒントを得ることが

できた。 
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【移動投票所による期日前投票の実施について】 

（事業の背景） 

期日前投票の普及などにより当日の投票者が少ないことや投票立会人の選任が難しいなどの理由によ

り投票所を統合した結果、中山間地の投票が不便になり、その代替案を検討し、移動期日前投票車の導

入を決めた。 

 

 
移動投票所の様子。インターネット（https://www.nikkei.com/article/DGXKZO04554280X00C16A7MM0000/）より引用 

 

（事業概要） 

投票所の統廃合により新投票所までの距離が離れ、交通手段の確保が難しい選挙人への投票の機会の確

保を図るために車による移動投票所を設置。 

 

もともと市が 10人乗りのハイエースを所有していたため、借り上げなどの必要もなく、低予算ででき

た。複数個所の設置ではなく、期日前投票所自体が移動することにより選挙立会人も少数で済み、安価

で済ますことが可能になった。また、投票所が近くなったため、投票率も向上した。 

 

 

（今後の課題） 

冬期に実施される選挙の場合、防寒対策や路面凍結など、他の観点からの準備と対策体制が必要と考え

られる。また、未実施の他地区から開設の要望された場合について、移動投票所による期日前投票の実

施は、あくまでも投票所統合による代替策で考えられたものであり、今の段階では地域要望により拡大

する予定はない。 

 

 

（考察） 

投票率あげたいのであれば、まちなかの複数個所に投票所を設置すればよいが、中山間地で投票者が少

ない集落だから、小規模な車を利用した投票所が成り立つと感じた。 
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【敬老乗車券交付事業について】 

（事業の背景） 

高齢者ドライバーが運転免許返納後も安心して生活できるように、市内の公共交通機関において使用で

きる乗車券を無料配布した。また、障がい者を対象にした「福祉タクシー乗車券」が統合され、平成 31

年 4 月 1 日より名称が「敬老福祉乗車券」に変わった。 

 

 

（事業概要） 

敬老福祉乗車券は運転免許証の自主返納時に 1 回だけ無料交付し、その後は購入できる。乗車券 3,000

円分を 1,500 円で販売し、各年度 1人 10 冊（30,000 円分）または 15冊（45,000 円分）まで購

入できる。70 歳以上の市内在住者が購入可能。 

 

市営の路線バスだけでなく、タクシーや高速バスにも利用できる。特徴はすべての財源をふるさと納税

で行っている点である。 

 

 

（考察） 

本市でも運転免許証を自主返納した際に、10,000 円相当の PASMO を配布しているが、返納時の一

度だけである。 

 

浜田市は、廃線になったバス路線後に市営バスを運行しているが運行本数は少なく、敬老福祉乗車券の

使い勝手が悪い地域も散見された。ただ、路線バスだけでなくタクシーにも使えるということで、利用

者数の増につながっていると感じた。 

 

また、財源をふるさと納税でおこなっているなど参考にしたい事が多い事業だった。 
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○島根県松江市 

 

 訪問日時 2019年 7月 31 日 

 テ ー マ  松江城国宝化への道のりについて 

      中核市にふさわしい議会運営について 

 

 

【松江城国宝化への道のりについて】 

（松江城国有化までの経緯） 

1935 年 5月に国宝保存法により国宝に指定 

1950 年 5月の文化財保護法の施行により重要文化財に位置づけられる。 

1951 年に松江市が国に国宝指定の陳情を行う。 

 →この間に、姫路城、松本城、犬山城、彦根城は国宝となる。 

1955 年 3月に松江市が国に国宝指定の陳情を再度行う。 

1959 年に松江市議会が「国宝指定の促進の決議」し、国に陳情する。 

→陳情の度、国から「（国宝指定には）新たな発見が必要」と回答があった。 

2008 年に松浦正敬市長が市議会で松江城国宝化に向けての市民運動の醸成を提唱 

2009 年に松江市教育委員会に史料編纂室を設置、また「松江城を国宝にする松江市議会議員連盟」

「松江城を国宝にする市民の会」が設立された。 

2010 年１月から松江城を国宝にする市民の会が署名活動を開始。10月に文化庁に 128,044人分

の署名を付して国宝指定の陳情を行う。 

→文化庁長官から「新たな知見が必要」との認識を改めて示される。（⇒学術的な成果を目指すこと

に方向転換する） 

2012 年 5月に松江神社で松江城天守祈祷札を発見。 

2015 年 5月に国の文化審議会において、国宝に指定するよう文部科学大臣に答申される。 

2015 年 7月に松江城天守が正式に国宝に指定される。 

 

 

（考察） 

明治 8年に、松江を管轄していた広島鎮台が松江城諸建造物と

三の丸御殿を民間に払い下げることを決定し、建築物が取り壊

されていったが、天守については落札されたのち、地元の有力

者や元藩士らにより資金が調達され、買い戻され取り壊しは中

止、保存されることとなった。そのため、松江城天守は当時の

建築物が残ることになったが、松江城天守が国宝化された一番

の要因は、まさに、明治時代になった後も取り壊されることな

く、当時の建造物が残されたこと、そしてその後の市民が大切

に維持管理してきたことにあると考える。 

 

 松江城。ホームページ（https://mainichi.jp/articles/20160527/ddl/k32/040/463000c）から引用。 
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さらに文化庁が求める学術的な成果も示すことができ、まさに国宝として指定するにふさわしい取り組

みが展開された。 

 

甲府城（舞鶴城）への天守閣構築の動きがあるが、このような松江城天守の国宝化への取り組みを調査

し考えると、歴史的評価のないもの複製に意味を持つことは難しいと言わざるを得ない。 

 

 

【中核市にふさわしい議会運営について】 

（調査報告） 

平成 19年 12月定例会で、議長提案をきっかけに、5会派から選出された 12 人の委員で構成する議

会改革特別委員会を設置し、議員定数に関する調査、議員報酬等に関する調査、議会の活性化及び改革

に関する調査を開始する。 

 

平成 20年 4月の議会改革特別委員会で、議会改革の課題項目のほとんどが議会基本条例に包含される

ことから、議会基本条例の制定を検討することを決定。5 月に議会基本条例の素案作成のため小委員会

を設置（5会派から選出された 6 人の委員で構成）。 

 

平成 20年 12月定例会で議会基本条例を上程し、可決成立した。 

 

議会基本条例第 11 条で第 2 項で、議案等を審議し結論を出す場合は、議員相互間の十分な議論を尽く

して合意形成に努めるものとすると規定しており、これを具現化するため、常任委員会の審査において、

必要に応じ実施している。 

 

平成 24 年 7 月 条例及び政策に関する調査・研究に取り組み、政策提言、政策条例の策定を目指すた

め政策条例研究会が設置された。政策条例研究会で議論し、松江市議会初の政策条例「松江市自転車 

安全利用条例」が制定された。 
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○鳥取県米子市 

 

 訪問日時 2019年 7月 31 日 

 テ ー マ 中央図書館と学校図書館の連携サポートの取り組みについて 

      米子スマートライフ・プロジェクトについて 

 

 

【中央図書館と学校図書館の連携サポートの取り組みについて】 

（概要） 

米子市立図書館は、平成 2 年に鳥取県から移管され、現在、職員 19名で図書館運営を行っている。蔵

書数は約 32万冊、年間貸出冊数は約 67万冊で、年間来館者は約 31万人。 

 

米子市の学校数は、小学校 23 校、中学校が 10 校となっている。小中学校図書館の人員配置として、

平成 9 年度から平成 12 年度にかけて市内小・中・養護学校（全 33 校）の各校に 1 名ずつ専任の図

書職員（現在では学校司書）を配置。 

 

中央図書館の学校図書館へのサポートとして、リクエスト貸出と長期貸出がある。リクエスト貸出とは、

各学校からのリクエストにより図書を配本するシステムで､週 4 日の配本を行っている。貸出期間は 4

週間だが、貸出冊数には制限はない。長期貸出とは、学期のはじめに配本、学期末に回収を行う事業。

長期貸出用の図書は、図書館内にある学校支援室で、コンテナ 1箱 40冊単位でセット組を行い、市 

の公用車を使って配本。貸出期間は、児童数を目安に、学期または 1年間。 

 

配本方法は、従前から行っていた公用車による小中学校への文書配布に、リクエスト貸出の流通も加え、

総務管財課車両係の職員が月、火、木、金の週 4日、配本と回収を行っている（米子方式と呼ばれる）。 
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（考察） 

本市も市立図書館と学校図書館、また市立図書館と公民館図書室が連携し、子どもや市民の読書活動を

支えている。嘱託職員が会計年度任用職員に制度改正され、年度ごとの更新は必要とはなるが、任期に

限りなく雇用できることになった。 

 

米子市の中央図書館と学校図書館の連携サポートの取り組みについては、公用車による小中学校への文

書配布に、図書の配本と回収を加えたことに特徴がある。本市は市、教育委員会から公立学校への文書

配布は、各学校の用務員が毎日、市役所まで直接、受け取りに来ている。この効率化と合わせて、配本、

回収の仕組みを組み入れることは、多忙化する学校現場における用務員の仕事の効率化にもつながるば

かりか、合わせて配本、回収も可能となり、もっと子どもたちの読書環境の向上につなげることができ

るのではないかと考える。 

 

 

【米子スマートライフ・プロジェクトについて】 

（事業概要） 

米子市が代表団体となり、鳥取県、国立米子工業高等専門学校、（株）中海テレビ放送、ＮＴＴコミュニ

ケーションズ（株）が共同団体となって実施されている。「鳥取発次世代社会モデル創造特区」で推進し

ている EV、ＨＥＭＳ（電力センサ）、ＴＶテロッパー、太陽光発電、蓄電池、ＥＶ充電スタンド、健康

測定センサと、ＣＡＴＶ網、共通データ管理基盤により、平常時は個人毎の健康管理と節電支援・エネ

ルギー地産地消、災害時は災害情報の早期提供と電力供給、要援護者支援を行う事業。 

 

自治体（米子市・鳥取県）とケーブルテレビ局、市民が、平常時・災害時にビッグデータ及びＩＣＴ（共

通ＩＤ・共通プラットフォーム）を活用して連携することで、放送・通信・エネルギーの融合による新

たな生活価値を創出することを目的としている。 

 

 



 

こうふ未来 行政調査 
 

 

2019年 7月 29日～31日 
 

 

【視察先】 

○神奈川県横浜市会 

 「議員提案条例について」 

 

○島根あさひ社会復帰促進センター 

 

○島根県浜田市 

 「シングルペアレント介護人材育成事業について」 

 「敬老乗車券交付事業について」 

 「移動投票所による期日前投票の実施について」 

 

○島根県松江市／市議会 

 「中核市にふさわしい議会運営について」 

 「松江城国宝への道のり」 

 

○鳥取県米子市 

 「よなごスマートライフ・プロジェクト推進事業」 

 「学校図書館支援と連携」 

 

  



2019年 7月 29日 

 

○神奈川県横浜市会 

 「議員提案条例について」 

 

 

  



２０１１よこはま「ピクト化計画」

 責任と約束。
M a n i f e s t o  2 0 1 1  L D P  Y o k o h a m a

※ピクト…ピクトグラム（Pictgram）の略。絵文字などを用いて情報を分かりやすく伝える手段。よこはま自民党は政治を分かりやすくお伝えします。



よこはま自民党の責任。

もっと分かりやすい政治実現へ

２０１１ よこはま「ピクト化計画」

〈  目　次 〉

私たち「よこはま自民党」は横浜市会の最大会派として、会派結成以来２６名

の議長を輩出し、市政運営における責任を果たしてまいりました。前回の選挙

からこれまでの４年間においても、議員定数９２人から８６人への削減を主導、

議員提案による政策条例として横浜市中小企業振興基本条例を制定、事業仕

分けの手法による行政の無駄撲滅プロジェクトを実施、市長や副市長が無責

任に辞職した場合には退職金を減額できる条例改正を成立させるなど、さまざ

まな改革に取り組んでまいりました。

地方行政は、強い権限を持つ市長と、市民の代表が集う合議制の議会による

二元代表制によって運営されています。地方分権の時代に議会に求められる

のは、市政のチェック機能だけでなく、積極的な政策の立案・実行です。市

民のみなさんの声をしっかりと受け止め、この政策集（詳細版）に掲げた５５

項目の政策の実行を約束いたします。多くの局にまたがる政策については８つ

の条例制定という形にまとめました。①議員提案による条例の制定、②議会

の意見を取り入れた行政提案による条例の制定、③条例の趣旨に則った政策

の成立、いずれかの手法によって掲げた政策の実現を目指します。

よこはま自民党独自の政策アンケートやヒアリングによる市民ニーズの把握、

それを元にした政策集「よこはま自民党・責任と約束。」の策定、政策集に掲

げた政策を実現するための活動、行政の対応の検証と実現に向けた戦略の再

構築、そして新たな次の政策への進化、これをサイクルとして私たちは、よこ

はま自民党が市民のみなさんと共に創った政策を実現させてまいります。

約束したことは守るという当たり前のことが出来なければ、政治が市民から信

頼を取り戻すことは出来ません。私たちは本当に必要な政策を、効率的に無

駄なく実行させていくことこそが議会の役割ととらえ、将来の横浜のため、子

供たちの未来のために責任を持って市政の舵取りをしてまいります。　
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横浜市
こどもを虐待から守る条例

横浜市
がん撲滅推進条例

横浜市
商店街振興基本条例

横浜市
地域の絆をはぐくむ条例

横浜市
災害時地域連携推進条例

横浜市
生活道路整備促進条例

横浜市
地産地消・食育条例

横浜市
財政健全化条例

２０１１
よこはま自民党政策集（詳細版）

資料編
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こどもを虐待から守る条例 がん撲滅推進条例

担当局／こども青少年・消防・市民・教育 担当局／健康福祉・病院経営・市大・市民

相次ぐこどもの虐待事件を受けて、児童養護施設や児童相談所の機能を高め、
未然に虐待事件の発生を防ぎ、すべての横浜のこどもたちが、

地域社会に見守られながら健全に成長できるように条例を整備します。

高度医療設備に対する予算の確保、医療機関の責務、
横浜市立大学医学部の位置づけ、市民のがん予防に向けた努力などを定め、

全市を挙げてがんと戦い、撲滅を目指します。

〈  現状の問題点・課題  〉
児童虐待による悲惨なケースが横浜市内で
も全国でも目立って発生するようになってき
ており、大都市横浜の地域特性に応じた対
応が必要となっています。

〈  現状の問題点・課題  〉
女性特有のがんに対する意識の高まりもあ
り、治療だけでなく、早期発見のための検診、
予防のための生活改善など総合的な対策
が望まれています。

児童相談所と預かり施設の同地域への設
置など、子供の命を守ることが何よりも優先
すべきとして総合的な児童虐待対策を訴え
てきました。

〈  これまでの取り組み  〉
❶がん撲滅推進議員連盟を設立し、調査
研究に努めてきました。❷その成果として重
粒子線治療施設（※）の横浜市内誘致や専
門的な人材の育成を議会で提言・実現して
まいりました。

〈  これまでの取り組み  〉

（仮称） （仮称）

横浜市 横浜市

親としての責任、行政の役割、地域社会に期待されるることを明確化して、
社会全体で子供を愛し、育み、守ることで児童虐待の減少を図ります。

〈  期待される効果  〉
行政・医療機関・学術機関・市民がそれぞれに役割を明らかにすることで、
総合的ながん対策の先進都市として認知され、国の予算確保などが進み、
目標であるがんの撲滅がさらに進展し、医療費の削減にもつながります。

〈  期待される効果  〉

1 2

※重粒子線治療施設…がんの患部に集中して放射線（重粒子線）を照射して治療する高度医療施設
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商店街振興基本条例 地域の絆をはぐくむ条例

担当局／経済・都市整備・総務・道路 担当局／市民・健康福祉・消防・教育

市民生活に最も身近な商店街の振興に向け、商店会組織への加入促進、
空き店舗対策、にぎわいの創出、人材育成など、総合的に施策を進め、

持続可能な商店街の個性溢れる発展と活性化を目指します。

地域コミュニティの再生に向けて、自治会・町内会や、消防団・青少年指導員・
体育指導委員・民生委員などの活動を支援すると共に、地域との協働を積極的に推進し、

参加者を増やすような施策を推進します。

〈  現状の問題点・課題  〉
❶助成金を主体とした支援は、商店街の活性化
に一時的には役立ちますが、商店街の延命策よ
りも持続可能な活性化施策が求められています。
❷全国チェーンのフランチャイズや夜間の営業時
間の長い飲食店の商店街への非加入が問題と
なっており、イベントの実施などに支障があるとの
ことです。

〈  現状の問題点・課題  〉
❶都市化の進展に伴い、家族の孤立化が進み
高齢者の孤独死、子供の虐待などが大きな社会
問題となっています。❷一方、地域活動のボラ
ンティアの担い手は特定の人材に限られ、自治
会・町内会の活動への協力者も高齢化が進み、
世代交代が進まずに減り続けています。❸自治
会・町内会に加入しない家庭や集合住宅も増え
てきています。

❶様々な助成金等のプログラムを用意して
商店街を支援してきました。❷１５０円商店
街など自発的な商店街の活性化策なども支
援してきました。

〈  これまでの取り組み  〉
自治会・町内会の活動支援、消防団への
活動費用の増加など、地域の自主的な活
動に対する支援や顕彰を行ってきました。

〈  これまでの取り組み  〉

（仮称） （仮称）

横浜市 横浜市

3 4

❶商店街の活性化は、地域の賑わいに直結し
ます。❷商店街の全ての店舗が一致団結し、
運命共同体として一緒に成長していくことを支
援すべきです。❸高齢化社会の進展や、ひと

り暮らし世帯の増加により、日常の買い物が出
来なくなるという「買い物難民」の問題などに対
しても有効性のある条例にすべきです。

〈  期待される効果  〉 〈  期待される効果  〉
❶大都市横浜が効率的な運営を行うためには
地域との協働は不可欠です。❷市民に協働を
求めることは、最終的には住民サービスの向上
や、行政コストの削減に繋がることが市民に意

識づけられるようになります。❸毎年低下し続け
る自治会・町内会への加入率の低下にストップ
をかけられます。

76

災害時地域連携推進条例 生活道路整備促進条例

担当局／経済・都市整備・消防・教育 担当局／道路・都市整備・総務・消防・建築

大災害が発生した際に
地域の企業や商店などが連携して市民生活が維持できるような

サポートをするための法的整備を行います。

経済政策、災害対策としての都市計画道路整備と生活道路の整備を総合的に推進し、
安心安全な市民生活と横浜経済の活性化を総合的に推進する道路政策を

策定するための基本的な理念を条例として制定します。

〈  現状の問題点・課題  〉
企業や店舗が所有したり在庫している災害
時に活用できる資産や人材を、大災害時に
地域の住民が生き伸びるために活用する包
括的な条例がないために災害時に混乱が
予想されます。

〈  現状の問題点・課題  〉
❶都市計画道路の整備の進捗が遅れてい
ます。❷狭隘道路の整備も進まず、災害
に対しても非常に危険な地域が多く残って
います。

❶建築業界や、造園、ビル管理業界など業
界団体と行政との間で災害時における協定
を結んできました。❷大手のコンビニなどでも
独自に横浜市と災害協定を締結しています。

〈  これまでの取り組み  〉

❶削減され続ける道路予算に対し、必要な
道路はしっかりと整備を促進するというスタン
スで行政当局と対峙してきました。❷災害
対策の側面としても、消防車や救急車が通
れるよう狭隘道路の解消を推進してきました。

〈  これまでの取り組み  〉

（仮称） （仮称）

横浜市 横浜市

5 6

❶地域が商店街や地域の中小企業などと連携する
ことで、災害時に確実に手に入る物と、確保して
おくべき道具・備品・食料物などが明確になり、不
安が払拭されます。❷区・地域・商店街や企業な
どが連携を深め、定期的に訓練などを行うことで地

域の活性化、地域の絆をしっかりと構築できること
に繋がります。❸災害時に物品や人材などを提供
してくれる企業・団体・商店街を登録し、登録店
舗に対しては、ホームページでの紹介やシールの貼
付などでインセンティブを付与します。

〈  期待される効果  〉 〈  期待される効果  〉
❶条例の政策の推進により、道路整備だけでなく災害に強いまちづくりにとっ
ても効果が期待できます。❷生活道路への通過車両の流入を防ぎ、子供た
ちやお年寄りの事故の抑制にも繋がります。
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※フードマイレージ…生産地と消費地の距離を縮め、ＣＯ２の削減に努める活動

地産地消・食育条例 財政健全化条例

担当局／環境創造・教育・健康福祉・経済 担当局／財政・総務・経済・外郭団体

都市農業の成長戦略、食の安全保障、市民の健康な生活の確保、
温暖化対策など、多岐にわたる政策を

総合的に推進するための条例を制定します。

横浜市の財政を健全化するため、行政の政策や事業が肥大化することを防ぎ、
新しい財源確保の政策や、市債の発行に

一定の歯止めをかけるための政策を条例化して規定します。

〈  現状の問題点・課題  〉
横浜市では「食育基本計画」が完成しましたが、
その政策は様々な局にまたがっており、複数の
局で担当することによって政策がバラバラに
なったり、重複することのないよう、本条例の
制定によって大きく横串を刺す必要があります。

〈  現状の問題点・課題  〉
❶リーマンショック以降、市債残高は上昇
に転じていますが、歯止めをかける工夫が
必要です。❷高齢化社会の進展に伴い、
扶助費の増加は避けられなくなっています。
❸国からの財源委譲もなかなか進みません。

❶健康の元である食事の意義と生産者・消費
者・流通業者の立場と役割が問われています。
❷横浜市内の農家で丹精込めて生産された農
作物は最近では安心・安全な食材として大人
気となっています。❸地域の食材を積極的に
地域で消費する運動を学校教育の現場などで
食育として実践してまいりました。

〈  これまでの取り組み  〉

❶横浜方式のプライマリーバランスの黒字を確
保し、２兆４千億といわれる一般会計の赤字の
削減に取り組んできました。❷ネーミングライツ
の提案や無駄撲滅プロジェクトなどで、新しい
財源の確保策や、支出の抑制を図る政策を推
進してきました。

〈  これまでの取り組み  〉

（仮称） （仮称）

横浜市 横浜市

7 8

〈  期待される効果  〉
❶生産者・消費者・流通業者・行政のそれぞれの
立場・責務・役割を明確にし、食育を通じて健康
なカラダづくりを目指し、医療費の削減にも繋げま
す。❷「いただきます」「ごちそうさま」という食事に

対する感謝の気持ち・精神をあらためて学び、地
産地消の一層の推進、フードマイレージ（※）の浸透
を図り、市民の健康と安全を確保します。

❶補助金・助成金・外郭団体などを厳しく見直し、無駄な支出を撲滅します。
❷ネーミングライツや広告収入、資産の整理や運用などで収入を確保します。
❸国に対して財源委譲を積極的に求めてまいります。

〈  期待される効果  〉

11
10

２０１１ よこはま自民党政策集
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地
域
政
策
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都
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〉

頑張る人が報われる都市・
よこはま

誇りあるハマッコをはぐくむ都市・
よこはま

地域とともに輝く３７０万都市・
YOKOHAMA

1 3

2 4

子育て・医療・高齢者福祉など全てのライフステージで

きちんとサポートする体制を構築します。

社会的弱者や、失敗を経験した人に対しても温かい支援をします。

人材の集積 → 企業活動が活性化 → 都市の魅力アップ → 優秀な人材の集積

という好循環を創出します。

未来を託す人材育成の場として、

子供たちの目が輝く教育を推進します。

大都市横浜のスケールメリットを活かし、

都心部と地域が連携・発展していく政策を展開します。

● 民間の活用や、地域性に合わせた保育施設整備を進め、待機児童ゼロを実現します。

● 親心をはぐくむために、保護者が保育士の仕事を体験する「一日保育士体験」を

　 市内全区で実施します。

● 働くお母さんだけでなく、家庭で子育てをする人たちも支援します。

● 子育てが一段落した女性が職場に復帰しやすい環境を整えます。

● 家庭で介護をする人たちに対する支援を充実させます。

● 高齢者の外出支援策としての敬老パスは存続させます。

● 横浜市大と連携し、医療従事者の確保と育成に取り組みます。

● 医療的ケアの必要な障害児・障害者の生活を支援し、成年後見システムを充実させます。

● 検診への補助制度や体力を維持する運動などで病気を予防する政策を進めます。

● 重粒子線治療など、高度医療の充実にも取り組みます。

● 横浜市中小企業振興基本条例に基づき、

　 さらに中小企業が元気になる施策を実施します。

● 保証制度など企業への金融支援策充実、やる気のある起業家に対する支援を進めます。

● 地域貢献に積極的な企業に対する支援策や入札時のインセンティブなどを拡充します。

● 市内企業の活性化に資する大企業の積極的な誘致に取り組みます。

● 市民、民間企業、各種団体、行政によるオールヨコハマでの国際観光戦略を推進します。

● 横浜の都市ブランドを活かしたＭＩＣＥ（※）の誘致に取り組みます。

● 外国企業の誘致促進、市内企業の海外進出支援などで国際都市横浜を創出します。

● フィルムコミッションを強化し、様々な媒体から国内・海外に横浜の魅力を発信します。

● プロスポーツの支援、国際的なスポーツイベントの誘致に積極的に取り組みます。

● 子供たちに愛される優秀な教師の確保と人材の育成システムを強化します。

● 公教育の責任として、習熟度別クラス編成などで基礎学力を確保します。

● 郷土愛・道徳心・公共心を育み、ハマッコであり日本人としての誇りを持てる教育を進めます。

● 教育の選択肢として小中一貫、中高一貫教育などを推進します。

● 学校、地域の連携を促進し地域全体で我が町の学校を支える仕組みを作ります。

● 学校が地域社会に対して貢献できるような仕組みを整備します。

● 家庭での子育て・躾などの役割を明確化して学校と家庭の連携も強化します。

● エアコンの設置など子供たちの教育環境を充実させます。

● 中学校の昼食のありかたについて検討します。

● 子供から障害者・お年寄りまで、生涯スポーツに親しめる環境を整備します。

● 「国際コンテナ戦略港湾」選定をテコに、世界に誇るミナトヨコハマを復権させます。

● 「横浜環状道路」など道路・鉄道ネットワークを充実させ、人・物・街を繋ぎます。

● 羽田空港の国際化に伴い、世界戦略による人・物・ビジネスのチャンスを拡大します。

● 防災公園の整備や狭隘道路の解消など、災害に強いまちづくりを進めます。

● 横浜市、18 区、区内の各地域それぞれの

　 個性溢れる発展・進化の活性化プランを推進します。

● 大都市制度の枠組みの中に地域運営・地域自治の課題解決や意志決定を取り入れます。

● 農水産品の直接販売所を商店街にも積極的に拡充し、

　 地産・地消ネットワークを強化します。

● お祭り、盆踊りなどを地域の文化資産として、地域活動の活性化を支援します。

※ＭＩＣＥ…Meeting（会議）、Incentive travel（招待旅行）、 Convention（大会・学会）、Exhibit ion（展示会）の頭文字をとった造語。
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地球を守り、みどりを守り、
生活を守る、環境モデル都市・
よこはま

日本をリードしていく都市・
ヨコハマ

5

6

市民、事業者、行政が連携し一緒に行動できる

具体的な温暖化対策を展開します。

２つの都市・鉄道駅を拠点とした
生活圏づくりと地域運営の充実

交通基盤の強化

環境保全・創造

様々な産業が織りなす都市の活力

無駄の撲滅や外郭団体改革や補助金行政の見直しを徹底し、

高度に効率化した行政運営を進めます。

市民にわかりやすい議会運営を進め、市民に必要とされる議会・議員となります。

● スマートシティ（※1）、グリーンバレー構想（※2）、低炭素モデル住宅など

　 低炭素都市創りを推進します。

● バイオマス、焼却灰、廃食油、

　 下水道汚泥など再生可能エネルギーの活用を進めます。

● 公園や街路樹の整備など、みどり税の効果を市民が実感できる仕組みを創ります。

● 横浜独自の「みどりのエコポイント」制度を創設します。

● 樹林地保全、市民植樹の推進、幼稚園、保育園の芝生化を推進します。

● 都市農業の生産環境を整備し、地場農作物の流通と食育、地産地消を推進します。

● 農業従事者と農業を目指す人たちとの交流を進め、市民利用農園の開設を推進します。

● 海や川の水質を改善し、市民が親しめる海辺環境を創出します。

● 内水ハザードマップや雨水管の強化などゲリラ豪雨対策を進めます。

● 下水道管の更新、耐震化、長寿命化を進め、下水道未整備地区の解消を進めます。

● 資源集団回収を拡大するとともに、無許可業者などの取り締まりを強化します。

● 行政職員の多能力化と専門化を並行して進め、意識改革を促します。

● 市政への市民参画・協働を推進し、必要とする市民に適切な情報公開を推進します。

● 行政の事業の民間委譲や資産の運用、売却などを推進し、

　 財源確保や負担軽減に努めます。

● 横浜型の大都市制度を確立し、大都市が日本経済を牽引する仕組みを国に提言します。

● 市会議員の職責・職務の範囲を明確化し、

　 適切な議員定数や報酬の見直しに取り組みます。

● 議会のＩT 化、議会基本条例の制定、議会局機能の充実など議会改革を推進します。

● タウンミーティング、傍聴の拡大、議会広報の見直しなど開かれた議会を創ります。

〈 

環
境
政
策
・
温
暖
化
対
策 

〉

〈 

行
財
政
改
革
・
議
会
改
革 

〉

横浜の未来図

出典：「横浜市中期４カ年計画より」

【 凡 例 】

… インナーハーバー構想

… 都心部

… 自動車専用道路
… 横浜環状道路・横浜湘南道路
… 神奈川東部方面線
… 羽田空港軸… 鉄道

… ３環状道路
… １０放射道路
… 東海道新幹線
… 高速鉄道３号線

横浜港

川崎港

アジア・ヨーロッパ・
アメリカ等世界へ
羽田空港

世界へ

東京港

【 凡 例 】

… インナーハーバー構想

… 緑の拠点

… 河川沿いのまとまりのある
農地 樹林地 拠点

… 市街地をのぞむ丘の軸

… 市街地をのぞむ丘

… 河川・海

… 海をのぞむ丘の軸

… 海をのぞむ丘

… 市街化調整区域

きれいな海づくり

グリーンバレー構想

【 凡 例 】

… インナーハーバー構想

… 都心部

… 産業拠点

… 鉄道

… リニア軸

… 産業集積地（業務系）

… 産業集積地（工業系）

… 産業ゾーン

… 羽田空港軸

… 観光連携

… 大学（工学系）

… ビジネスバーク等

… みなとみらい２１

… MICE

アジア・
ヨーロッパ・
アメリカ等世界へ
羽田空港

箱根等
観光広域
連携

東京等
観光広域
連携

金沢

横浜グリーン
バレー構想

南部
臨海産業
ゾーン

MICE
YSCP

東部
内陸産業
ゾーン

北部
内陸産業
ゾーン

横浜サイエンス
フロンティア

「武家の古都・鎌倉」
世界遺産登録

横浜港

川崎港

世界へ

東京港

【 凡 例 】

… インナーハーバー構想

… 都心部

… 主な鉄道駅

… 鉄道

… 鉄道の乗換駅

… 隣接都市の拠点駅

… 主な鉄道駅の徒歩圏と
　 機能集約

… いえ・みち まち改善事業地区

… 身近な地域・元気づくりモデル事業地区

… 地域運営の広がり

※１ スマートシティ…最新の環境技術等を駆使して高効率・省資源を実現する都市のこと　※2 グリーンバレー構想…横浜市が金沢区で推進する環境モデル都市の基幹プロジェクト
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これまでの歩み
「日本一の政策集団」へ！
よこはま自民党は、「日本一の政策集団」を目指し、よりよい政策の策定・実現
に取り組んでいます。
私たちの取組は、全国の首長・地方議会の政策を評価する「マニフェスト大賞」
でも、高く評価いただいています。

「８つの政策条例」を、議会がリード 
して作ることをお約束。

責任と約束2011

責任と約束2015

数値目標を掲げ、「市民の夢」の実現 
をお約束。

第９回（2014）
マニフェスト大賞グランプリ

応募総数2,223件。全国No.1に！
全国の地方議会でも珍しい、議員
提案による多数の条例制定が評価
されました。

第 13回（2018)
議会部門特別賞

応募総数 2,242 件。傑出した会派 
としての取組を評価！
自ら政策をチェック・改善する 
「マニフェストサイクル」を確立した
トップランナーとして評価されました。

８つすべての条例を
議員提案で
実現しました。

データに基づき厳しく
効果検証。
結果を市民に報告
しました。

2019 よこはま自民党政策集

「SDGs 未 来 都 市 」 ヨ コ ハ マ を 実 現 す る 政 策

責任と約束

新しい約束
2020年はもう目前です。では、次は？
持続可能な開発目標、SDGs（Sustainable Development Goals）をご存知
でしょうか。国連が2015年に定めた、2030年までの国際社会共通の目標です。
17のゴール・169のターゲットで構成され、地球上の誰一人として取り残さない 
ことを誓っています。
横浜市は、「SDGs未来都市」として国に選定された、SDGsの先進都市です。
こうした横浜の取組を、議会からさらに加速できないか。
そのために私たちが考えた60の政策をお示しします。

４年前の約束
2015年、我々は、2020年にむけて、横浜市民の「夢」の実現をお約束しました。
この約束を「言いっぱなし」にしないため、今回、自分たちで達成度を評価 
しました。
ほぼ全ての政策は、実行に移せました。また、様々なデータで、政策のプラスの
効果も確認できました。
ただし、プラスの効果にも幅があります。どこにターゲットを置き、より効果的
な政策を選ぶか。「次」に向けての改善点が見えてきました。

2 3

子供・若者
80点

防災・安全
70点

福　祉祉
74点

議会・財政
67点

経済・環境
77点

合評総合 価
74点点

「政策で市がどう変わったか？」を数値（データ）から読み解くことを重視し検証。
以下の基準で自己評価を行いました。外部シンクタンクに監修を委託し点数を算出 
しています。

公約で掲げた数値目標を達成できた 100点

政策のプラス効果が数値（データ）で確認できた
※数値目標が設定されていない政策は、B判定が最高点となる 80点

行政・議会により政策が実行された
（ただし政策の効果が上がっているかは不明） 6060点

会派・議員が議会質問・要望を行・要望を行なったな
（ただし、実行には至らな た）かった） 40点

いずれもいず 、行われ行われていないていない 202020020202020220002200点点点点点点点点点点点点点点点



すべての人に
健康と福祉を
SDGs ターゲット 3.4 
2030 年までに、非感染性疾患による
若年死亡率を、予防や治療を通じて
３分の１減少させ、
精神保健及び福祉を促進する。

よこはま自民党の政策

市民の健康寿命延伸
健康診断の受診を呼びかけ、がん検診の受診率 50%を達成し、
ICTを活用した生体データの確認等によって市民一人ひとりの 
健康チェックをすすめ、市民の健康寿命を延ばします。

 なにを目指すのか？
４年間で、横浜市民の健康寿命を＋１歳伸ばすことを目指します。これにより、 
ひとりひとりのシニアライフの充実、やる気あるシニアの活躍（仕事・地域社会・家庭等）
の拡大、医療・介護等社会保障費の抑制を同時に達成します。

 いまなぜ、この政策か？
いま、平均寿命に代わり、「健康寿命」
が注目されています。健康寿命とは 
「医療・介護に頼らず、自立した生活が 
できる期間」のことで、横浜市では、 
男性が 71.52 歳、女性が74.48 歳。
ここ数年、横ばいか、逆にやや短くなって 
います。

 そのために、なにをするのか
病気や要介護になる一歩手前（「未病」・「フレイル」）でその兆しを見つけ、深刻になる前に 
予防する取組を進めます。健診・検診の受診率を引き上げ、成人病やがんの早期発見を 
進めるほか、ICTを使って健康データをチェックするといった最新技術の活用にも挑戦
します。

50

60

70

80

74.21 74.7975.3 74.48
71.19 72.1471.14 71.52

2016年2013年

横浜市 全国

横浜市 全国
横浜市 全国

横浜市 全国

全国と横浜市の平均健康寿命の比較

男性 女性 男性 女性

関連政策

横浜市歯科口腔保健条例の制定により、口腔
保健支援センターの拡充、市内 18 区への 

市職員歯科衛生士の配置等、発達期から老年期に
いたる歯科口腔保健医療（オーラルケア）を充実 
させ、市民の口腔機能の衰え（オーラルフレイル）
を減らします。

スポーツ施設の整備、横浜ウォーキングポイ
ント事業や健康経営認証制度のさらなる 

充実により、市民が身近にスポーツや運動に 
親しむ「健康都市よこはま」を創ります。

政策一覧は、最後のページへ

出典：第２期健康横浜 21 中間評価報告書
横浜市（2018年 3月）

4 5

ゴール

背　景

具体策

質の高い教育を
みんなに

SDGs ターゲット 4.4 
2030 年までに、
技術的・職業的スキルなど、
雇用、働きがいのある人間らしい
仕事及び起業に必要な技能を
備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。

よこはま自民党の政策

プログラミング教育の拡充
学校のプログラミング教育を充実し、子どもたちの ICT 活用
力を高めます。

 なにを目指すのか？
４年間で、横浜の小中学生の、代表的なプログラミング大会への参加を促進します。 
これにより、子どもたちの論理的思考力・発想力を伸ばすとともに、将来の職業につながる
基礎的な力を育て、ひいては未来の横浜経済の活性化へと繋げていきます。

 いまなぜ、この政策か？
これから、ICT を活用する能力がます 
ます重要になります。
学校では「学習指導要領」が変わり、
2020 年度からすべての小学校でプログ
ラミング教育が必修化されます。しかし、
実は独立した教科はなく、算数・理科 
等の中で「考え方」が教えられるに 
とどまります。

 そのために、なにをするのか
各学校が自らの裁量で行う追加的なプログラミング教育を、奨励・支援します。特に、
プログラミングに知見を持つ企業・団体と学校を結びつけ、子どもたちに生きた現場の
プログラミングを学ばせる機会を増やします。

関連政策

発達障がいのある子供・若者への支援を進め
ます。

廃止された教育文化センターに代わる、新たな 
センターの建設を目指します。

災害時には避難所にもなる小中学校の体育館 
へ空調設備の設置を進め、校舎内での子ども 

の熱中症対策に取り組みます

政策一覧は、最後のページへ

IT 人材の不足規模に関する予測

0

300000

600000

900000

1200000

1500000

2030年2020年2018年

IT ニーズ
の拡大に

よって

市場規模
は今後も

拡大

今後の人材
供給予測

今後の人材
不足規模

923094

243805

923002

293499 586598

856845923094

243805

923002

293499 586598

856845

出典：IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果
経済産業省（2016年 6月）

6 7

ゴール

背　景

具体策



よこはま自民党の政策

女性が働きやすい都市ヨコハマ
シングルマザーを含め女性が働きやすい環境を整え、日本で一番
女性が働きやすい都市ヨコハマを目指します。ジェンダー平等を

実現しよう

SDGs ターゲット 5.5 
政治、経済、公共分野
でのあらゆるレベルの意思決定において、
完全かつ効果的な女性の参画及び
平等なリーダーシップの機会を確保する。

 なにを目指すのか？
４年間で、「M字カーブ」の底にあたる 30 代後半女性の働く割合（労働力率）を、
75%まで引き上げます。子育て期でも仕事を続けられる環境を整えることで、横浜の
女性のキャリアパス形成を応援し、ひいては、働き手の拡大を通じた横浜経済の成長も
目指します。

 いまなぜ、この政策か？
女性活躍の流れの中、横浜の「M字カーブ」は
緩和傾向です。カーブの底は、59.6%（2010 年）
→ 66.2%（2015 年）まで改善してきました。
しかし、全国的なカーブの底はすでに75.3%。
つまり、横浜の女性は、まだ他の街より高い率で、
子育て期に働かない選択をしているのです。

 そのために、なにをするのか
保育の無償化により膨らむニーズを受け止めるため、保育所の整備、保育士の確保を 
通じた保育の定員拡充を全力で進めます。あわせて「小１の壁」をなくすため、小学生 
の放課後児童施策を拡充します。また、女性が働きやすい職場を作る企業を支援し、 
働く環境を守ります。

関連政策

「よこはまグッドバランス賞」認定事業所を
200社に増やし、市内の職場での女性活躍

やワーク・ライフ・バランスを推進します。

放課後キッズクラブや放課後児童クラブ 
（学童保育）を充実し、子どもの就学に伴う

離職を減らします。

不妊治療への支援、産後の健康診査への助成、
乳幼児の一時預かりの拡充等子育て環境の

充実を進め、市内の出生率を高めます。

横浜市の女性労働力率
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政策一覧は、最後のページへ

出典：平成 27年国勢調査より抜粋
横浜市（2017年 6月）
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ゴール

背　景

具体策

よこはま自民党の政策

コミュニティバスの拡充
地域の声を踏まえた「コミュニティバス」の拡充を進め、市内
の交通不便地域を減らします。住み続けられる

まちづくりを

SDGs ターゲット 11.2 
2030 年までに、脆弱な立場にある人々、
女性、子ども、障害者及び高齢者のニーズに
特に配慮し、公共交通機関の拡大などを
通じた交通の安全性改善により、
すべての人々に、安全かつ安価で容易に利用
できる、持続可能な輸送システムへのアクセス
を提供する

 なにを目指すのか？
４年間で、市内の「最寄り駅まで 15分（徒歩またはバスで）」の達成率を 90%に 
引き上げます。これにより、子どもの通学から 
現役世代の通勤、シニアの買い物や通院等まで、 
自家用車に頼らなくても移動に困らない環境を
実現し、さらに、定住人口の流入・定着を促す
ことも目指します。

 いまなぜ、この政策か？
「最寄り駅まで15分（徒歩またはバスで）」の達成
率は、市内で 88.8%ありました。しかし、バス
路線の縮小に伴い、率は徐々に下がっています。
さらに、「15 分圏内」でも、高低差が激しい 
エリア等、シニアがバス停までたどり着けない 
「実質圏外」が、高齢化に伴い問題化しています。

 そのために、なにをするのか
地域住民・交通事業者・行政の３者を繋ぎ、住宅地から駅までのアクセス等、 
ローカル交通の維持・拡充を進めます。特に、ドア・ツー・ドアの交通システム等、 
シニアが使いやすいサービスを強化します。その際、AI・自動運転や EV/FCV等、技術 
的な実験も積極的に行います。

関連政策

役所内の縦割りを越えた空き家対策を進め、
空き家の減少と地域の活性化を目指します。 道路の無電柱化を進め、災害時の緊急輸送を

確保します。

ゲリラ豪雨等、都市型災害に対応する安全・
安心なまちづくりを推進します。

横浜市内、
最寄り駅まで15分？

徒歩またはバスで 15 分

88.8%

68.4%
徒歩で 15 分

※2010年度の人口ベース

政策一覧は、最後のページへ

出典：横浜の交通を取り巻く環境と取組の方向
横浜市都市整備局（2017年 2月）
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ゴール

背　景

具体策



平和と公正を
すべての人に
SDGs ターゲット 16.7 
あらゆるレベルにおいて、
対応的、包摂的、参加型及び
代表的な意思決定を
確保する。

よこはま自民党の政策

市会のオープン化・見える化
議会審議の ICT化を進め、「わかりやすい議会、開かれた議会、
見える議会」への改革を進めます。

 なにを目指すのか？
４年間で、地方議会の「議会改革度ランキング」※で、20政令市中トップ５入りを目指し 
ます。議会における政策議論を活発化し、市会と市民の皆様の距離を縮めることで、さらに
深いコミュニケーションと市民から市政への積極的なアクションを促します。
※早稲田大学マニフェスト研究所調査

 いまなぜ、この政策か？
直近の４年間で、市会本会議の傍聴者数は年間
約1,000名→1,500名と急増し、前回のお約束
（20%アップ）を大きく上回り実現しました。
しかし、ICTを活用した審議効率化等の議会 
改革では、まだ100点とは言えません。現在の
横浜市会の議会改革度は、20政令市中7番です。

 そのために、なにをするのか
2020 年完成予定の市会本会議場へのスクリーンの設置や、電子投票システムの導入に
より議会審議をわかりやすくします。
あわせて、広報活動をさらに強化し、親子傍聴室の設置やバリアフリーの対応により 
傍聴者数を伸ばすことで、さらに開かれた議会としていきます。また、「議会報告会」等、
議会の議論の見える化を進めます。

関連政策

市役所の働き方改革や ICT を活用した行政 
事務の簡素化・統一化を進め、行政コスト

削減を進めます。
データに基づく立案（EBPM）と効果の把握

を進め、市の政策の質を高めます。

（人）
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本会議傍聴者数の推移と増減率

+48%
2014 年と比較して…

出典：横浜市会集計データ

政策一覧は、最後のページへ
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ゴール

背　景

具体策

目標：貧困をなくそう
【ターゲット1.2】 2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状態にある、すべての年齢の男性、女性、子供の割合を半減させる。

●ひとり親家庭等への自立支援を進め、貧困率を引き下げます。
目標：飢餓をゼロに
【ターゲット2.1】  2030年までに、飢餓を撲滅し、すべての人々、特に貧困層及び幼児を含む脆弱な立場にある人々が一年中安全かつ栄養のある食料

を十分得られるようにする。

●ゆとりある昼食時間を確保し、注文方法等の利便性を高めハマ弁の喫食率を向上させます。
【ターゲット2.3】  2030 年までに、土地、その他の生産資源や、投入財、知識、金融サービス、市場及び高付加価値化や非農業雇用の機会への確実 

かつ平等なアクセスの確保などを通じて、女性、先住民、家族農家、牧畜民及び漁業者をはじめとする小規模食料生産者の農業生産
性及び所得を倍増させる。

● 各種農産物の安全基準であるGAP取得等による農畜産物等のブランド化を支援し、観光資源と 
して活用するとともに、地産地消を推進します。
目標：すべての人に健康と福祉を
【ターゲット3.4】 2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉を促進する。

●横浜市立大学へ手術支援ロボット（ダヴィンチ）の導入を進めます。
●部活動を含めた子どものスポーツを支援し、横浜の子どもをさらに元気にします。
● 健康診断の受診を呼びかけ、がん検診の受診率 50%を達成し、ICTを活用した生体データの確認
等によって市民一人ひとりの健康チェックをすすめ、市民の健康寿命を延ばします。

● 横浜市歯科口腔保健条例の制定により、口腔保健支援センターの拡充、市内 18区への市職員歯科
衛生士の配置等、発達期から老年期にいたる歯科口腔保健医療（オーラルケア）を充実させ、市民
の口腔機能の衰え（オーラルフレイル）を減らします。

● スポーツ施設の整備、横浜ウォーキングポイント事業や健康経営認証制度のさらなる充実により、
市民が身近にスポーツや運動に親しむ「健康都市よこはま」を創ります。

【ターゲット3.6】 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。

● 学校周辺（スクールゾーン）の防犯・安全対策を進め、子どもが巻き込まれる犯罪・交通事故を 
減らします。

【ターゲット3.8】  すべての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な 
必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。

● 誰もが住み慣れたまちで、安心して医療や介護を受けることができるよう、在宅医療・介護の 
データ連携を含めた体制の整備、特別養護老人ホームの整備、外国人の人材活用や処遇改善に 
よる介護人材の確保等を進め、「横浜型地域包括ケアシステム」を推進します。

【ターゲット3.a】 全ての国々において、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約の実施を適宜強化する。

● 市民の健康の保持および清潔な地域環境をめざし、「横浜市民受動喫煙防止条例」（仮称）を制定し、 
クリーンな横浜を創造します。
目標：質の高い教育をみんなに
【ターゲット4.1】  2030年までに、すべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす、無償かつ公正で質の高い初等教育及び 

中等教育を修了できるようにする。

● 子ども食堂への支援や学習支援等を充実し、貧困を理由に進学をあきらめる子どもを減らします。
【ターゲット4.4】  2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を備えた若者と成人の割合 

を大幅に増加させる。

● 学校のプログラミング教育を充実し、子どもたちの ICT活用力を高めます。
● 市立高校で「ものづくり」への興味・関心を高め、市内建設業等を担う人材を育てます。
【ターゲット4.5】  2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、障害者、先住民及び脆弱な立場にある子どもなど、脆弱層があらゆるレベル 

の教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。

● 発達障がいのある子供・若者への支援を進めます。
【ターゲット4.7】  2030 年までに、持続可能な開発のための教育及び持続可能なライフスタイル、人権、男女の平等、平和及び非暴力的文化の推進、

グローバル・シチズンシップ、文化多様性と文化の持続可能な開発への貢献の理解の教育を通して、全ての学習者が、持続可能な 
開発を促進するために必要な知識及び技能を習得できるようにする。

● 廃止された教育文化センターに代わる、新たなセンターの建設を目指します。
【ターゲット4.a】  子ども、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂的、効果的な学習環境を提供 

できるようにする。

● 災害時には避難所にもなる小中学校の体育館へ空調設備の設置を進め、校舎内での子どもの熱中症 
対策に取り組みます。

よこはま自民党の政策
2019 責任と約束
SDGs　17 の目標・169 のターゲットを踏まえた
よこはま自民党 60の政策項目（●が、よこはま自民党の政策項目です）

目標：ジェンダー平等を実現しよう
【ターゲット5.5】  政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を 

確保する。

● 「よこはまグッドバランス賞」認定事業所を 200社に増やし、市内の職場での女性活躍やワーク・
ライフ・バランスを推進します。

● 放課後キッズクラブや放課後児童クラブ（学童保育）を充実し、子どもの就学に伴う離職を 
減らします。

● シングルマザーを含め女性が働きやすい環境を整え、日本で一番女性が働きやすい都市ヨコハマを
目指します。

【ターゲット5.6】  国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領、ならびにこれらの検証会議の成果文書に従い、性と生殖に関する健康 
及び権利への普遍的アクセスを確保する。

● 不妊治療への支援、産後の健康診査への助成、乳幼児の一時預かりの拡充等子育て環境の充実を 
進め、市内の出生率を高めます。
目標：安全な水とトイレを世界中に
【ターゲット6.6】  2020年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼などの水に関連する生態系の保護・回復を行う。

● 国産木材を学校・保育園をはじめとした公共建築に積極的に取り入れます。民間建築物は、規制緩和・
補助金等を検討し、木材利用の促進をはかり日本の樹林地を守り育てます。
目標：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
【ターゲット7.2】  2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる。

● 世界をけん引する脱炭素化の実現、ゼロカーボン横浜を目指し、他都市に先駆け対策を進めます。
また、プラグインハイブリッドを含む電気自動車（EV）と水素燃料電池車（FCV）の市内比率を
現在の倍にするとともに、RE100等の民間イニシアティブも後押しし、再生可能エネルギーの創出・
導入・利用拡大も現在の倍にします。
目標：働きがいも経済成長も
【ターゲット8.3】  生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融サービスへの

アクセス改善などを通じて中小零細企業の設立や成長を奨励する。

● 市内のインキュベーション施設を全国トップレベルまで整え、日本一起業しやすい都市・横浜を 
目指します。

● 小規模企業をはじめとした中小企業の事業継承を進め、経営基盤の強化・商店街の活性化を図ります。
また、横浜型地域貢献企業認定制度の設定企業数1,000社を目指します。

● 国の特区制度や国際コンテナ戦略港湾の指定を活用し、日本経済をけん引します。
【ターゲット8.6】  2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれも行っていない若者の割合を大幅に減らす。

● ひきこもり等、困難を抱える若者の社会参画を支援します。
【ターゲット8.9】  2030年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観光業を促進するための政策を立案し実施する。

● 新たなMICE 施設の創設と活用、e スポーツ等の大型イベントの誘致を進め、1 年間の国際 
会議参加者総数を 35万人（現在 30万人）・経済波及効果 1000億円（パシフィコ横浜 2012年
870億円）を目指します。

● 第 7回アフリカ開発会議、ラグビーワールドカップ2019™、東京 2020オリンピック・パラリンピック 
開催を契機に、海外セールス、クルーズ船受け入れを一層強化し、市内外国人宿泊者数年間 73万
人から4年間で100万人達成を目指します。

● 横浜市中央卸売市場、南部市場跡地を中心とした食のインバウンドに取り組みます。これらの取組
を含め、都心臨海部・京浜臨海部の活性化を目指します。
目標：産業と技術革新の基盤を作ろう
【ターゲット9.1】  すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、

信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエント）なインフラを開発する。

● 老朽化したインフラの保全・更新をすることによって 安全・安心なまちづくりと共にバリアフリー
化を進めます。

● 都市計画道路整備や高速鉄道３号線の早期実現等、新交通システムの拡充を進め、横浜経済を活性
化します。

【ターゲット9.5】  2030 年までにイノベーションを促進させることや 100万人当たりの研究開発従事者数を大幅に増加させ、また官民研究開発の 
支出を拡大させるなど、開発途上国をはじめとするすべての国々の産業セクターにおける科学研究を促進し、技術能力を向上させる。

● 官民データ活用推進基本条例に基づきAI、IoT、ドローン等の ICTを活用した社会実証プロジェクト 
を推進します。
目標：人や国の不平等をなくそう
【ターゲット10.2】  2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況に関わりなく、すべての人々の 

能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。

● 里親やファミリーホームを支援し、少人数でより家庭的な社会的養護の機会を増やします。
●  24 時間 365日支援付きグループホームの拡充、障がい者の住宅セーフティーネット制度の登録 
拡大等を通じ、障がい者が暮らしやすい社会、差別や不便を感じさせない社会を実現します。

目標：住み続けられるまちづくりを
【ターゲット11.2】  2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子ども、障害者及び高齢者のニーズに特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた 

交通の安全性改善により、すべての人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。

● 地域の声を踏まえた「コミュニティバス」の拡充を進め、市内の交通不便地域を減らします。
【ターゲット11.3】  2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力

を強化する。

● 少子高齢化・人口減少を乗り越え、住み良いまちづくりをすすめるために、用途地域等の見直しを
進めます。

● 役所内の縦割りを越えた空き家対策を進め、空き家の減少と地域の活性化を目指します。
【ターゲット11.5】  2030年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてながら、水関連災害などの災害による死者や被災者数を大幅

に削減し、世界の国内総生産比で直接的経済損失を大幅に減らす。

● 災害救助実施市として、避難所の環境改善に取り組みます。
● 道路の無電柱化を進め、災害時の緊急輸送を確保します。
● 老朽化した校舎の建替えを進め、子どもたちの学習環境の充実を図ります。
● ゲリラ豪雨等、都市型災害に対応する安全・安心なまちづくりを推進します。
● 建築物の耐震化、がけ地対策の強化、条例に基づく狭あい道路の拡幅等、 災害に強い街づくりを 
目指します。
目標：つくる責任、使う責任
【ターゲット12.4】  2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通じ、環境上適正な化学物質やすべての廃棄物の管理を 

実現し、人の健康や環境への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を大幅に削減する。

●  SDGs 未来都市としてマイクロプラスチックの発生動向を調査し効果的な削減策を導き出します。
目標：気候変動に対策を
【ターゲット13.1】 すべての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。

● 消防団の充足率 100%を維持し、消防団が活躍できる環境を整えます。
● 災害時自助・共助推進条例に基づき、地域における自主的な災害対策を支援します。
目標：海の豊かさを守ろう
【ターゲット14.a】  海洋の健全性の改善と、開発途上国、特に小島嶼開発途上国および後発開発途上国の開発における海洋生物多様性の寄与向上のために、 

海洋技術の移転に関するユネスコ政府間海洋学委員会の基準・ガイドラインを勘案しつつ、科学的知識の増進、研究能力の向上、 
及び海洋技術の移転を行う。

● 海洋都市横浜として海洋関係の国際会議誘致、産学官連携による研究拠点づくりに取り組みます。
目標：陸の豊かさも守ろう
【ターゲット15.2】  2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世界全体で新規 

植林及び再植林を大幅に増加させる。

● 国際園芸博覧会（花博）上瀬谷招致に全力で取り組み、世界水準の花と緑の街づくりを進めます。
目標：平和と公正をすべての人に
【ターゲット16.1】  あらゆる場所において、すべての形態の暴力及び暴力に関連する死亡率を大幅に減少させる。

● 地域防犯力の強化の為、民間の活力等を活用して、防犯カメラの設置を拡充します。
【ターゲット16.2】  子どもに対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の暴力及び拷問を撲滅する。

● 小中学校におけるいじめを減らすため、学校・家庭・地域社会の連携を強化します。
【ターゲット16.6】  あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透明性の高い公共機関を発展させる。

● 市役所の働き方改革やICTを活用した行政事務の簡素化・統一化を進め、行政コスト削減を進めます。
● データに基づく立案（EBPM）と効果の把握を進め、市の政策の質を高めます。
● 固定資産台帳の整備と管理、公共施設マネジメントの推進等、市が保有する資産の効率的な運用を
進めます。

● 施設整備・運営への参加（PFI・PPP）、社会課題解決への成果連動型の事業手法導入（SIB）等、 
民間の力を活かした財源の創出を進めます。

● 統一的な基準による公会計の整備・管理を進め、行財政の透明性を高めます。
● 情報・データの蓄積や公文書管理において ICT化を徹底し、行政サービスを改善します。
● 特別自治市の実現を視野に入れ、国や県からの税財源及び権限の移譲を進めます。
【ターゲット16.7】  あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型及び代表的な意思決定を確保する。

● 議会審議の ICT化を進め、「わかりやすい議会、開かれた議会、見える議会」への改革を進めます。
● 議員や行政のインターンシップ受入れを充実させ、将来の横浜市を担う市民を育てます。
目標：パートナーシップで目標を達成しよう
【ターゲット17.17】  さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。

● 議員がハブとなり、社会課題解決や社会活動を行うNPO等産学官のプレイヤーを結びつけます。
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2019年 7月 30日 

 

○島根あさひ社会復帰促進センター 

 

○島根県浜田市 

  「シングルペアレント介護人材育成事業について」 

  「敬老乗車券交付事業について」 

  「移動投票所による期日前投票の実施について」 
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